
温室効果ガスの削減に向けては、地域の幅広い関係者が協力しつつ、先進的対策の実証や対策技術の集中導入に取
り組むことが有効。このため、効果検証がなされていない先進的対策の事業性等の地域における実証事業や、地域特
性を踏まえ複数技術を組み合わせた集中導入等、全国のモデルとなるような低炭素地域づくりを集中的に支援する事
業を実施し、全国的展開を目指す。

チャレンジ25地域づくり事業（先進的対策の実証による低炭素地域づくり集中支援事業）

【事業内容】
・技術は確立されているが、効果検証がなされていない先進的対策について、事業性・採算性・波及性等を検証する事業
・地域特性に応じて複数の対策技術を組み合わせて行うこと等により、他地域のモデルとなるべき事業
・委託対象は、民間事業者。①～④で、平成23年度からの継続事業１４箇所、新規事業５箇所程度を実施予定。
（なお、①において清掃工場を対象とするものは、事業者たる地方公営企業が対象））

④バイオマスエネルギー等の活用

・間伐材等を活用した熱電供給
システム
・下水汚泥等由来メタンを活用
した熱電供給システム

～都市で未利用の廃熱を輸送して冷暖房に
活用します～

・清掃工場等の廃熱や温排水
→先進的な熱電供給システム
の構築

②低炭素型交通システムの構築

・燃料電池車
・内航船舶のアイドリング・ストップ

③大規模駅周辺等の低炭素化

・大規模太陽光
・燃料電池 など
→大規模駅周辺への集中導入

①都市未利用熱等の活用

～CO2を出さない交通で地域づくりを進めます～

～街の中心からCO2をカットして周辺へ
も波及させます～

～地域の未利用資源を最大限に活用して低炭
素化を進めます～
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平成24年度 2,700百万円

【本事業による温室効果ガスの削減効果】
約10,000t-CO2/年


